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第２章  防災指針 

1. 防災指針とは 

防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する機能の確保を図

るための指針であり、当該指針に基づく具体的な取組と併せて立地適正化計画に定めるものです。 

防災指針の検討結果は、「第 4 章 都市機能・居住を誘導する区域と誘導施設」へ反映すること

により、詳細な災害リスクを考慮した誘導区域設定を行うとともに、「第 1 章 都市が抱える課題

の分析及び解決すべき課題の抽出」、「第 3 章 立地適正化計画の基本的な方針」とも連携を図っ

ています。 

また、防災指針は防災に係る計画である「恵那市国土強靭化地域計画」や「恵那市地域防災計

画」と整合を図りながら、居住や都市機能の誘導に向け、都市の防災機能の確保を図るという役割

を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：立地適正化計画の手引き【資料編】（国土交通省） 

 

図 110 立地適正化計画と防災施策との連携  



第２章  防災指針 

101 

 

2. 災害ハザード情報等の収集・整理 

本市における災害ハザード情報の一覧を以下に示します。 

 

表 20 災害ハザード情報一覧 

災害種別 災害ハザード情報等 整理内容 

土砂災害 (1)土砂災害に関する情報 ○急傾斜地崩壊危険区域 

○土砂災害特別警戒区域 

（レッドゾーン）＆ 

土砂災害警戒区域 

（イエローゾーン） 

洪水 

※阿木川、永田川、田違

川、横町川における洪

水が対象 

(2)洪水に関する情報 

 

○洪水浸水想定区域 

（L1 計画降雨、L2 想定最大規模

降雨） 

○内水洪水浸水想定区域 

（L2 想定最大規模降雨） 

地震 (3)地震に関する情報 ○想定される震度 

○液状化 

 

＊ 本防災指針においては、岐阜県が公表する洪水浸水想定区域図、及び洪水ハザードマップにおける、
想定最大規模降雨、計画降雨を記載します。 

＊ 計画降雨とは、河川法施行令に規定する基本高水の設定の前提となる降雨をいいます。 

＊ 想定最大規模降雨とは、水防法第 14 条第 2 項に規定する想定しうる最大の降雨規模をいいます。概
ね年超過確率 1/1,000 以下の降雨を想定しています。 

＊ 年超過確率とは、１年間において一定の規模を超える降雨が発生する確率をいいます。例えば、年超
過確率 1/1,000 とは、１年間に発生する確率が 0.1%（1/1,000）以下の降雨をいいます。1,000 年毎
に１回といったような発生する周期を示すものではありません。 

＊ 土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）、土砂災害警戒区域（イエローゾーン）について、詳しくは
資料編の用語集に記載しています。 
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（１） 土砂災害に関する区域 

① 急傾斜地崩壊危険区域 

用途地域内には、急傾斜地崩壊危険区域が指定されている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報 

図 111 急傾斜地崩壊危険区域［用途地域］ 
 

② 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）と土砂災害警戒区域（イエローゾーン）が

指定されている地域が存在しており、用途区域の外縁部等において土砂災害（特別）

警戒区域が指定されています。なお、本市において地滑りによる土砂災害特別警戒区

域（レッドゾーン）が指定されている地域はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県砂防課（土砂災害警戒特別区域、土砂災害警戒区域） 

図 112 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域［用途地域］  
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（２） 洪水リスクに関する区域 

市街地を流れる 1 級河川の阿木川、永田川、田違川、横町川について、洪水による

ハザード（L1 及び L2）を整理しました。 

 

（降雨強度） 

L1：洪水防御に関する計画の基本となる年超過確率 1/30（毎年、1 年間にその規模を超え

る洪水が発生する確率が 1/30（3.33％）の降雨に伴う洪水により、河川が氾濫した場

合の浸水の状況をシミュレーションにより予測したもの。 

L2：水防法の規定により指定された想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水により河川が氾

濫した場合の浸水の状況をシミュレーションにより予測したもの。 

 

① L1による浸水状況 

（洪水浸水想定区域） 

L1（計画降雨）の場合、阿木川右岸の住宅地において 0.5m 以下の浸水が広がり、

最大で 3.0m の浸水が予測されています。また、永田川においても最大 3.0m の浸水

がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L1 計画降雨）） 

 

図 113 洪水浸水想定区域(L1)［用途地域］  
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② L2による浸水状況 

（洪水浸水想定区域） 

L2（想定最大規模）の場合、阿木川、永田川、田違川、横町川の洪水により、JR

恵那駅及び周辺の市街地の浸水が予測されており、最大 10.0m の浸水が予測されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L2 想定最大規模）） 

 

図 114 洪水浸水想定区域(L2)［用途地域］ 
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（内水浸水想定区域） 

L2（想定最大規模）により想定される内水氾濫が発生した場合、JR 恵那駅及び周

辺の市街地の浸水が予測されており、最大 6.4m の浸水が予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：恵那市（内水浸水想定区域図） 

 

図 115 内水浸水想定区域［用途地域］ 
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（浸水継続時間） 

L2（想定最大規模）での阿木川の洪水により、JR 恵那駅及び周辺の市街地におい

て 12 時間の浸水継続が予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川洪水浸水想定区域図（浸水継続時間）） 

 

図 116 浸水継続時間［用途地域］ 
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（家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）） 

L2（想定最大規模）での阿木川の氾濫流によって家屋の倒壊が想定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流)）） 

 

図 117 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）［用途地域］ 
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（家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）） 

L2（想定最大規模）での阿木川の河岸浸食によって家屋の倒壊が想定されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流)）） 

 

図 118 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）［用途地域］ 
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（３） 地震に関する区域 

① 震度分布予測 

本市には、恵那山-猿投山北断層帯、屏風山断層帯、赤河断層帯の３つの活断層が

あり、３つの断層による地震を想定した震度分布では、市内の大半は震度６以上が予

測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 

図 119 屏風山･恵那山及び猿投山断層帯地震予想震度分布図［市全域］ 
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表 21 屏風山･恵那山及び猿投山断層帯地震 被害予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査  

恵那市 東濃圏域 県合計

最　小 5.45 5.12 4.01

最　大 6.37 6.41 6.41

4 0 0 1

５弱 0 0 33

５強 0 2 47

６弱 40 40 9

６強 60 58 10

7 0 0 0

最　小 0.00 0.00 0.00

最　大 21.16 24.36 24.36

対象外 79 67 90

0-5 10 17 7

0-15 3 4 2

15- 8 12 2

揺れ 5,501 26,369 26,882

液状化 399 2,496 3,757

急傾斜地 5 22 22

揺れ 8,135 36,956 46,267

液状化 607 3,818 5,725

全壊 5,905 28,887 30,660

半壊 8,742 40,774 51,992

炎上出火件数 7 34 37

残火災件数 6 30 30

焼失棟数 28 159 160

炎上出火件数 7 39 42

残火災件数 6 35 35

焼失棟数 31 185 185

炎上出火件数 18 94 108

残火災件数 17 90 92

焼失棟数 80 470 480

死者数 338 1,621 1,649

負傷者数 2,436 11,383 13,178

重症者数 560 2,699 2,750

要救出者数 785 4,551 4,640

死者数 128 615 626

負傷者数 2,694 11,153 12,392

重症者数 493 2,079 2,142

要救出者数 385 2,198 2,250

死者数 198 950 968

負傷者数 2,064 8,953 10,127

重症者数 411 1,840 1,889

要救出者数 508 2,922 2,984

12,290 72,429 85,345

人的被害

午前５時

午後１２時

午後６時

避難者数

建物被害

全壊（棟）

半壊（棟）

合計(棟)

火災

午前５時

午後１２時

午後６時

被害予測

計 測 震 度

震度に対応する人口比（％）

PL値

（液状化指数）

PL値に対応する面積比（％）
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② 液状化予測 

屏風山断層帯、恵那山-猿投山北断層帯による地震を想定した液状化予測では、特

に JR 恵那駅や市役所を含む南北のエリアにおいて液状化発生の可能性が高いと予測

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 120 液状化予測［市全域］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 

図 121 液状化予測［用途地域］  
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3. リスク影響分析 

災害リスクの高い地域等を抽出するため、人口の分布、避難路・避難場所や病院等の生活支援

施設の配置等の現状や将来の見通しなど各種の都市の情報と、災害ハザード情報とを重ね合わせ

ることにより、人的被害や社会・経済被害等の観点から災害リスクを分析しました。 

 

（１） 災害リスク把握のための分析項目等 

災害リスクの高い地域等を抽出するにあたっての分析項目等を以下に示します。 

 

表 22 分析項目 

災害ハザード情報  都市の情報 

【洪水】 
洪水浸水想定区域（浸水深） 

【土砂災害】 
土砂災害警戒区域 
土砂災害特別警戒区域 
急傾斜地崩壊危険区域 

× 

【人口】 
【施設立地状況】 
・避難所 
・要配慮者施設 
・病院 
・行政関連施設 

【洪水】 
洪水浸水想定区域（浸水深） × 【施設立地状況】 

・建物 

 

 

表 23 分析に用いたデータ・出典一覧表 

【ハザード情報】 

種別 情報 出典 

【洪水】 ・洪水浸水想定区域 
（浸水深） 
（計画降雨） 
（家屋倒壊等氾濫想定区域） 
（内水浸水想定区域） 

岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違
川、横町川洪水浸水想定区域図） 
〃 
〃 
恵那市（内水浸水想定区域図） 

【土砂災害】 ・土砂災害警戒区域 
・土砂災害特別警戒区域 
・急傾斜地崩壊危険区域 

岐阜県（土砂災害警戒特別区域、土砂災害警戒区域） 
〃 
国土数値情報 

【地震】 
 

・震度分布予測 
・液状化予測 

平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 
〃 

 

【都市の情報】 

種別 情報 出典 

【人口】 250m メッシュ人口 国勢調査令和 2(2020)年 

【施設立地状況】 
・避難所 
・要配慮者施設 
・病院 
・行政関連施設 
・建物 

 
・避難施設 
・社会福祉施設 
・医療機関 
・公共施設 
・建築物 

 
国土数値情報 
〃 
〃 
〃 
恵那市都市計画基礎調査 
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（２） 洪水リスクの影響 

市街地を流れる 1 級河川（阿木川、永田川、田違川、横町川）の洪水リスクによる

影響人口（L1 及び L2）について、用途地域内を対象として分析を行いました。 

 

① 洪水浸水想定区域×人口 

（L1 想定による影響） 

L1（計画降雨）の影響人口でみると約 900 人が浸水による影響を受けると想定さ

れています。 

特に阿木川の右岸の住宅地において、横町川の洪水による 0.5m 未満の浸水が多く

みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L1 計画降雨））、 

250ｍメッシュ人口 令和 2(2020)年国勢調査 

図 122 洪水浸水想定(L1)と人口密度［用途地域］ 

 

表 24 洪水浸水想定(L1)と河川別の影響人口［用途地域］ 

 

 

 

 

 

  

(人）

河川名 ～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

阿木川 30 17 0 0 47

永田川 154 46 1 0 201

田違川 13 0 0 0 13

横町川 571 79 1 0 651

計 768 142 2 0 912

L1

※浸水域推定人口は 250ｍメッシュを按分して算出。 
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（L2 想定による影響） 

L2（想定最大規模）の影響人口でみると約 4,400 人が浸水による影響を受けると想

定されています。特に市街地を南北に縦断する阿木川は最も影響が大きく、住居の 2

階まで浸水（3m 以上）による影響人口が約 600 人と想定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L2 想定最大規模））、 

250ｍメッシュ人口 令和 2(2020)年国勢調査 

図 123 洪水浸水想定(L2)と人口密度［用途地域］ 

 

表 25 洪水浸水想定(L2)と河川別の影響人口［用途地域］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※浸水域推定人口は 250ｍメッシュを按分して算出。 

(人）

河川名 ～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

阿木川 321 1,432 552 64 2,369

永田川 474 557 41 1 1,073

田違川 33 49 2 0 84

横町川 655 212 2 0 869

計 1,483 2,250 597 65 4,395

L2
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（内水浸水想定区域による影響） 

L2（想定最大規模）により想定される内水氾濫の影響人口でみると約 5,900 人が浸

水による影響を受けると想定されています。広い範囲で影響が大きく、内水氾濫によ

り 0.5m 未満の浸水が多くみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：恵那市（内水浸水想定区域図） 

図 124 内水浸水想定区域と人口密度［用途地域］ 

 

表 26 内水浸水想定区域と河川別の影響人口［用途地域］ 

 

 

 

 

 

  

※浸水域推定人口は 250ｍメッシュを按分して算出。 

(人）

～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

内水氾濫 5,158 695 16 0 5,869
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② 洪水浸水想定区域×施設立地状況 

（L1 想定による影響） 

L1（計画降雨）の影響施設軒数でみると、約 1,200 軒が影響を受けると想定されて

います。特に、0.5m～3m 未満の浸水想定水域では、垂直避難が困難と考えられる１

階建ての建物が 100 軒以上あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L1 計画降雨））、 

恵那市 HP（避難所）、令和 6(2024)年都市計画基礎調査 

図 125 洪水浸水想定(L1)と施設立地状況［用途地域］ 

 

表 27 洪水浸水想定(L1)と影響施設軒数［用途地域］ 

 

 

 

 

 

 

 

※     は垂直避難が困難となる建物（立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）より） 

 

 

  

（軒）

～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

1階 429 136 5 0 570

2階 474 164 4 0 642

3階 16 7 0 0 23

4階以上 6 2 0 0 8

925 309 9 0 1,243

種別

L1

計
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（L２想定による影響） 

L2（想定最大規模）の影響施設軒数でみると、約 3,300 軒が影響を受けると想定さ

れています。特に、0.5m～3m の浸水想定水域では 700 軒を超える 1 階建ての建物

が、3m～5m の浸水想定水域では 600 軒を超える建物で垂直避難が困難と考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L2 想定最大規模））、 

恵那市 HP（避難所）、令和 6(2024)年都市計画基礎調査 

図 126 洪水浸水想定(L2)と施設立地状況［用途地域］ 

 

表 28 洪水浸水想定(L2)と影響施設軒数［用途地域］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※     は垂直避難が困難となる建物（立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）より） 

 

 

  

（軒）

～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

1階 288 730 287 62 1,367

2階 309 978 354 81 1,722

3階 13 127 43 2 185

4階以上 5 31 18 0 54

615 1,866 702 145 3,328計

種別

L2
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（内水浸水想定区域による影響） 

L2（想定最大規模）により想定される内水氾濫の影響施設軒数でみると、約 3,700

軒が影響を受けると想定されています。特に、0.5m～3m 未満の浸水想定水域では、

垂直避難が困難と考えられる１階建ての建物が 100 軒以上あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：恵那市（内水浸水想定区域図） 

図 127 内水浸水想定区域と施設立地状況［用途地域］ 

 

表 29 内水浸水想定区域と影響施設軒数［用途地域］ 

 

 

 

 

 

 

※     は垂直避難が困難となる建物（立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）より） 

 

表 30 内水浸水想定区域と施設立地［用途地域］ 

 

 

 

  

 

（軒）

～0.5m 0.5m～3m 3m～5m 5m～10m 計

1階 1,440 118 3 0 1,561

2階 1,646 190 4 0 1,840

3階 161 42 0 0 203

4階以上 57 8 0 0 65

3,304 358 7 0 3,669

種別

内水

氾濫

計

施設 影響軒数（軒）

病院 0

要配慮施設 19

行政施設 9

指定避難所 影響軒数（軒）

1階 0

2階 1

3階 6
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（家屋倒壊等氾濫（氾濫流）による影響） 

L2（想定最大規模）での阿木川の氾濫流によって家屋は 279 棟の倒壊が想定され

ます。特に１階の建物が多く影響を受けると想定されています。 

要配慮施設や指定避難所は、区域内にはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流)））、 

恵那市 HP（避難所）、令和 6(2024)年都市計画基礎調査 

図 128 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）と施設立地状況［用途地域］ 

 

表 31 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）の影響施設軒数 

建物階数 影響施設軒数（軒） 

1 階 154 

2 階 118 

3 階 2 

4 階 3 

5 階 0 

6 階 1 

7 階 0 

8 階 1 

合計 279 
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（家屋倒壊等氾濫（河岸浸食）による影響） 

L2（想定最大規模）での阿木川の河岸浸食によって家屋は 471 棟の倒壊が想定さ

れます。特に１階、２階の建物が多く影響を受けると想定されています。 

要配慮施設や指定避難所は、区域内にはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸浸食)））、 

恵那市 HP（避難所）、令和 6(2024)年都市計画基礎調査 

図 129 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）と施設立地状況［用途地域］ 

 

表 32 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）の影響施設軒数 

建物階数 影響施設軒数（軒） 

1 階 220 

2 階 227 

3 階 19 

4 階 5 

合計 471 
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（３） 土砂災害（特別警戒区域・警戒区域）リスクの影響 

用途地域内において土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）及び土砂災害警戒区域

（イエローゾーン）の指定箇所がみられ、一部で居住区域との重なりがみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県（土砂災害警戒特別区域、土砂災害警戒区域）、250ｍメッシュ人口 令和 2(2020)年国勢調査 

 

図 130 土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域と影響人口［用途地域］ 

 

表 33 土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域と影響人口［用途地域］ 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

急傾斜地の崩壊 55

土石流 0

急傾斜地の崩壊 220

地滑り 385

土石流 24

土砂災害特別警戒区域

（レッドゾーン）

土砂災害警戒区域

（イエローゾーン）

55

影響人口

629

土砂災害

※影響人口は 250ｍメッシュを按分して算出。 
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（４） 土砂災害（急傾斜地崩壊危険区域）リスクの影響 

用途地域内において急傾斜地崩壊危険区域の指定箇所がみられ、一部で居住区域と

の重なりがみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報、250ｍメッシュ人口 令和 2(2020)年国勢調査 

 

図 131 急傾斜地崩壊危険区域と影響人口［用途地域］ 

 

表 34 急傾斜地崩壊危険区域と影響人口［用途地域］ 

 

 

 

 

 

  

（人）

影響人口土砂災害

36急傾斜地崩壊危険区域

※影響人口は 250ｍメッシュを按分して算出。 
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（５） 地震リスクの影響 

① 地震リスク 

本市には、恵那山-猿投山北断層帯、屏風山断層帯、赤河断層帯の３つの活断層が

あり、３つの断層による地震を想定した震度分布では、市内の大半は震度６以上が予

測されています。特に、用途地域では、震度６強の可能性が高いと予測されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 

図 132 屏風山･恵那山及び猿投山断層帯地震予想震度分布図［都市計画区域］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 

図 133 屏風山･恵那山及び猿投山断層帯地震予想震度分布図［用途地域］  
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② 液状化リスク 

屏風山断層帯、恵那山-猿投山北断層帯による地震を想定した液状化予測では、特

に JR 恵那駅や市役所を含む南北のエリアにおいて液状化発生の可能性が高いと予測

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査 

 

図 134 液状化によるリスク［用途地域］ 
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4. 課題を踏まえた取組み方針 

前述までの分析の結果をもとに、以下のとおり地区ごとの防災上の課題を整理しました。 

（１） 防災上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：岐阜県（木曽川水系阿木川、永田川、田違川、横町川洪水浸水想定区域図（L1 計画降雨））、 

250ｍメッシュ人口 令和 2(2020)年国勢調査、国土数値情報、介護サービス情報公表システム 

図 135 防災上の課題 

【Ａ】JR 恵那駅南部地区 

・都市機能、住居が多く、人口が集中する地区であり、阿木川、横町川及び永田川の洪水浸水区域

に住居が多く、また一部が田違川の洪水浸水区域に含まれる。洪水浸水からの防災、減災対策が

課題。 

【Ｂ】JR 恵那駅北部地区 

・一部が阿木川及び永田川の洪水浸水区域に含まれるが、地区の大半は浸水想定区域外。土砂災害

からの防災、減災対策が課題。 

【Ｃ】阿木川東部地区 

・阿木川及び横町川の洪水浸水区域に住居が多く、避難所、要配慮者施設も区域に含まれる。洪水

浸水からの防災、減災対策が課題。 

【Ｄ】市街地南部地区 

・夜間人口が多い地区であり、土砂災害からの防災、減災対策が課題。 

【Ｅ】市街地北部地区 

・一部が阿木川の洪水浸水区域に含まれる。近年、夜間人口が増加している地区であり、土砂災害

からの防災、減災対策が課題。  

【C】 

【E】 

【A】 

【B】 

【D】 



第２章  防災指針 

126 
 

（２） 災害リスクの分析・整理 

【Ａ】JR恵那駅南部地区 

都市機能、住居が多く、人口が集中する地区であり、L2 想定最大規模では阿木川、

永田川の洪水浸水区域に市街地部が含まれます。 

洪水浸水からの防災、減災対策が課題といえます。 

 

表 35 【A】JR 恵那駅南部地区における災害リスクの分析結果のまとめ 

※ ◯：災害リスクが見られない、●：災害リスクが見られる 

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

 

 

 

 

 

 

 

●L1 計画降雨の浸水想定では、阿木川の浸水は

ありませんが、永田川沿いに浸水する区域があ

ります。浸水深は 0.5ｍ未満が大半ですが、一

部 0.5ｍ以上３m 未満の区域があります。 

●L2 想定最大規模の浸水想定では、阿木川、永田

川の洪水により、JR 恵那駅及び周辺の市街地で

最大 3.0m の浸水が想定されています。 

●市役所など行政施設、要配慮施設の多くは浸水

想定区域外ですが、多くの建物が浸水想定区域内

に立地しています。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 
 

●土砂災害（特別）警戒区域が、国道 19 号の南

や地区の西部にあります。 

●土砂災害警戒区域内に含まれる建物や要配慮施

設があります。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、ほ

ぼ全域で地震による液状化の発生が懸念されま

す。 

●特に行政施設等都市機能が集積する東部で液状

化の可能性が高いと予測されます。 

恵那市役所 
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【Ｂ】JR恵那駅北部地区 

洪水のリスクは阿木川沿いなど一部ですが、浸水深は最大 10.0m が想定されま

す。土砂災害からの防災、減災対策が課題です。 

 

表 36 【Ｂ】JR 恵那駅北部地区における災害リスクの分析結果のまとめ 

※ ◯：災害リスクが見られない、●：災害リスクが見られる 

 

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

 
 

●L1 計画降雨の浸水想定では、阿木川、田違川沿

いに一部浸水する区域があります。浸水深は

0.5ｍ未満が大半ですが、一部 0.5ｍ以上 3.0m

未満の区域があります。 

◯地区の大半は浸水想定区域外です。 

●L2 想定最大規模の浸水想定では、阿木川、田

違川沿いや合流部で浸水が想定されます。浸

水深は最大 10.0m 未満です。 

◯地区の大半は浸水想定区域外です。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●JR 恵那駅周辺や地区の北部に土砂災害（特別）

警戒区域が点在します。 

●土砂災害警戒区域・地滑り区域は、広範囲に存

在しています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、

ほぼ全域で地震による液状化の発生が懸念され

ます。 

●JR 恵那駅北部では液状化発生の可能性が高い

と予想されます。 
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【Ｃ】阿木川東部地区 

阿木川及び横町川の洪水浸水区域に住居が多く、避難所、要配慮者施設も浸水想定

区域内に多数存在します。 

洪水浸水からの防災、減災対策が課題です。 

 

表 37 【Ｃ】阿木川東部地区における災害リスクの分析結果のまとめ 

※ ◯：災害リスクが見られない、●：災害リスクが見られる  

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

 

 

 

 

 

 

 

●L1 計画降雨の浸水想定では、阿木川右岸沿い

に浸水する区域があり、浸水深は 0.5ｍ未満が

大半ですが一部 0.5ｍ以上 3.0m 未満の区域が

あります。 

●多くの建物、避難所や要配慮者施設が浸水区域

内に存在します。 

●L2 想定最大規模の浸水想定では、阿木川右岸沿い

に浸水する区域があり、浸水深は最大 5.0m 未満

まで見込まれます。 

◯地区の北東部は浸水想定区域外です。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

  

●土砂災害（特別）警戒区域が地区内の北東部、

南西部ともに存在します。 

●避難所や要配慮者施設の多くは土砂災害警戒区

域外に立地していますが、多くの建物が区域内

に存在しています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、阿木

川右岸沿いで地震による液状化の発生が懸念され

ます。 
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【Ｄ】市街地南部地区 

夜間人口が多い地区です。洪水浸水、土砂災害のリスクは比較的小さい地区です。 

 

表 38 【Ｄ】市街地南部地区における災害リスクの分析結果のまとめ 

※ ◯：災害リスクが見られない、●：災害リスクが見られる 

 

 

 

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

 

 

 

 

 

 

 

◯L1 計画降雨の浸水想定では、地区内に浸水想

定区域はありません。 

◯L2 想定最大規模の浸水想定では、地区内に浸

水想定区域はありません。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が点在し、区域内

に建物が存在しています。 

●区域の周辺は土砂災害（特別）警戒区域が広

範囲に指定されています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想されて

います。 

◯北東部や西部では液状化の発生が懸念されま

すが、大部分は液状化の可能性が低いといえま

す。 
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【Ｅ】市街地北部地区 

近年、夜間人口が増加している地区であり、一部地区では洪水浸水、土砂災害から

の防災、減災対策が課題です。 

 

表 39 【Ｅ】市街地北部地区における災害リスクの分析結果のまとめ 

※ ◯：災害リスクが見られない、●：災害リスクが見られる 

 

  

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

 

 

 

 

 

 

 

◯L1 計画降雨の浸水想定では、地区内に浸水想

定区域はありません。 

◯L2 想定最大規模の浸水想定では、阿木川沿いに

浸水想定区域があり、浸水深は最大 10.0ｍと想

定されます。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が点在し、区域内に

建物が存在しています。 

 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、阿

木川右岸沿いで地震による液状化の発生が懸念

されます。 
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（３） 取組方針 

本市では、防災活動の総合的かつ計画的な推進を図るため、本市及び各防災関係機

関が処理すべき事務、又は業務の大綱を「恵那市地域防災計画」に定めています。 

また、大規模自然災害等に対し、致命的な被害を追わない強さと速やかに回復する

しなやかさを備えた安全安心な地域・経済社会の構築をめざした「恵那市国土強靭化

地域計画」を策定し、関係機関及び住民との協働により、強靭な地域づくりを推進し

ています。 

本市は、前述の洪水浸水及び土砂災害に関する課題を踏まえたうえ、これらの計画

との整合を図りながら、都市の防災に関する機能の確保に関する指針として、強靭な

地域づくりに向けた重点化施策を推進します。 

 

表 40 施策分野ごとの重点化施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：恵那市国土強靭化地域計画 
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5. 具体的な取組み 

（１） 取組の内容 

前述の取組方針をもとにした具体的な取組の内容は以下のとおりです。 

対策を「災害リスクの回避の対策」「災害リスクの低減の対策（ソフト）」「災害リスクの低減の

対策（ハード）」の３つに分類し、恵那市国土強靭化地域計画と一体的に推進するため、その関係

性を整理しました。 

 

表 41 具体的な取組の内容(1) 

施策分野 施策項目 施策の内容 

災害 

リスク

の 

回避 

災害リスク 

の低減  

ソフト ハード 

ⅰ 行政機能 市有建築物の耐震化 

市有建築物耐震化を計画に基づき行うとと

もに、非構造部材の耐震化等を実施し、早

期に完了させる。 

    ● 

  避難施設の確保 

災害に備え、引き続き避難施設の確保に努

めるともに、ハザードマップ等の配布等に

より、避難施設の位置について周知強化を

図る。 

  ●   

  
緊急地震速報時等の

対応強化 

不特定多数の人が出入りするすべての市有

施設において緊急地震速報を導入するなど

適切な維持管理に努めるとともに、各施設

において対応訓練の実施、緊急地震速報対

応マニュアルの策定等を進める。 

  ●   

  防災行政無線 
移動式無線の配備、維持管理、操作訓練を

行う。 
  ●   

  
情報伝達ツールの 

多重化 

多様なツールでの情報発信の多重化、SNS

等の活用を進める。 
  ●   

  特設公衆電話の配備 
避難所等に特設公衆電話を配備し、使用法

の普及を進める。 
  ●   

  
防災拠点としての 

庁舎機能の向上 

市役所等の耐震強化や非常用設備の整備を

行う。 
    ● 

  業務継続体制の強化 
BCP に基づく訓練、優先業務の維持体制を

強化する。 
  ●   

  避難所機能の充実 
備蓄品や設備の更新、施設利用計画の策定

を行う。 
    ● 

 

 



第２章  防災指針 

133 

 

 

表 42 具体的な取組の内容(2) 

施策分野 施策項目 施策の内容 

災害 

リスク

の 

回避 

災害リスク 

の低減  

ソフト ハード 

ⅱ 住宅・ 
都市・土地
利用 

民間建築物の耐震化 

住宅及び多数の者が利用する建築物（１号
特定建築物）の耐震化の重要性必要性につ
いての普及啓発と、無料耐震診断や耐震補
強補助などの耐震化を支援する施策を一層
進めることにより、旧基準建築物の建て替
え耐震改修の促進を図る。 

  ● ● 

  
緊急輸送道路沿いの建築物（３号特定建築
物）のうち、旧基準建築物の耐震化を重点
的に進める。 

    ● 

 危険住宅の移転 
がけ地等の土砂災害危険箇所からの住宅移

転を支援し、安全な居住環境を確保する。 
●     

  
応急危険度判定体制

の整備 

応急危険度判定士及び判定コーディネータ

ーの確保と啓発、必要な資機材の整備、関

係団体との連携体制の強化に努める。 

 ●   

  
耐震改修促進計画に

基づく取組の推進 

住宅や特定建築物の耐震診断耐震改修の促

進など、計画に基づく取組を推進する。 
   ● 

  市街地整備 

市街地の防災機能を向上させるため、老朽
化又は非耐火建築物が密集している地区等
において、建物の耐震化、不燃化等を図
る。 

    ● 

  公園整備 

公園は地震災害時に、避難場所、救援活動
拠点、火災の延焼防止等の役割を果たす重
要な施設であることから、計画的な整備を
行う。 

  ● ● 

ⅲ 保健医療 
・福祉 

医療・介護人材の 
育成 

災害時に関係者と連携できるよう計画的に
会議及び訓練を通じて、県医療機関等との
連携の強化を図る。 

  ●   

  福祉施設の防災対策 
民間の社会福祉施設に対し、あらゆる機会
を活用して耐震化等を進め、防災減災対策
の強化を図る。 

    ● 

ⅳ 産業 
観光施設等の 
耐震化・老朽化対策 

観光客が訪れる施設の安全性の向上を図る
ため、市の管理する観光施設の耐震化を進
めるとともに、老朽化が進んでいる観光施
設については、計画的な更新、維持管理を
進める。 

    ● 

  ため池の防災対策 

農業用ため池の堤体の補強や、余水吐断面
の拡大等の対策を進めるとともに、住民へ
ため池ハザードマップの一層の周知啓発を
図る。 

  ● ● 
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表 43 具体的な取組の内容(3) 

施策分野 施策項目 施策の内容 

災害 

リスク

の 

回避 

災害リスク 

の低減  

ソフト ハード 

ⅴ 国土保全 

・交通 

緊急輸送道路等道路

ネットワークの確保 

緊急車両が通行できる機能確保のため、緊

急輸送道路やそれに繋がる幹線道路等の整

備や耐震補強、狭あい道路の拡幅を行う。 

   ● 

  
橋梁の耐震補強・ 

長寿命化 

橋梁長寿命化計画に基づき、橋梁の耐震補

強と計画的な修繕を進める。 
   ● 

  
急傾斜地・がけ崩れ

対策 

急傾斜地崩壊危険区域の対策工事や住民へ

の避難指導を実施する。 
 ● ● 

ⅶ リスク 

コミュニ 

ケーション 

  

外国人への情報伝達 
多言語表示の避難所看板設置、JIS 規格国土

地理院ピクトグラムの導入。 
 ●   

高齢者等要配慮者へ

の情報伝達 

要配慮者に向けた配慮ある表現と手段を講

じた情報伝達手法の整備。 
 ●   

  防災教育・普及啓発 
自主防災組織地域住民への防災リーダー育

成や訓練支援。 
 ●   

  避難行動の啓発 
複数の避難パターンを想定した避難行動計

画の普及啓発。 
 ●   

  
地域と連携した広報

体制 

市民、自主防災組織等と連携した情報伝達

や避難誘導体制を構築。 
 ●   

  避難訓練の推進 
地域や学校単位の避難訓練の計画的実施、

参加率向上策の検討。 
 ●   

  
平常時からの 

啓発活動 

地域の防災力向上のため、広報紙 SNS など

を通じて継続的な啓発を実施。 
 ●   

ⅷ 老朽化 

対策 

上下水道施設の 

耐震化・老朽化対策 

水道事業及び下水道事業において、更新耐

震化が必要な施設や管路の優先順位を定

め、計画的に整備を行う。 

   ● 

  

重要施設である浄水場、配水池、ポンプ

場、下水処理場などについて、地震動によ

る被害を受けないよう、耐震性の確保と老

朽化対策を進める。 

   ● 
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（２） 取組スケジュールと目標 

取組スケジュールは以下のとおりです。 

表 44 取組スケジュールと目標 

施策分野 施策項目 主体 目標 

実施時期の目標 

短期 

（5年） 

中期 

（10 年） 

長期 

（20 年） 

ⅰ 

行政機能 

市有建築物の耐震化 市 継続    

避難施設の確保 市 継続    

緊急地震速報時等の対応強化 市 継続    

防災行政無線 市 継続    

情報伝達ツールの多重化 市 継続    

特設公衆電話の配備 市 継続    

防災拠点としての庁舎機能の向上 市 継続    

業務継続体制の強化 市 継続    

避難所機能の充実 市 継続    

ⅱ 

住宅・都市・ 

土地利用 

民間建築物の耐震化 市 実施    

危険住宅の移転 市 検討・準備    

応急危険度判定体制の整備 市 継続    

耐震改修促進計画に基づく 

取組の推進 
市 検討・準備    

市街地整備 市 実施    

公園整備 市 検討    

ⅲ 

保健医療 

・福祉 

医療・介護人材の育成 市 継続    

福祉施設の防災対策 市 検討・準備    

ⅳ 

産業 

観光施設等の耐震化・老朽化対策 市 実施    

ため池の防災対策 市 検討・準備    

ⅴ 

国土保全 

・交通 

緊急輸送道路の確保 市 検討・準備    

橋梁の耐震補強・長寿命化 市 実施    

急傾斜地・がけ崩れ対策 市 継続    

ⅶ 

リスク 

コミュニ 

ケーション 

 

外国人への情報伝達 市・市民 継続    

高齢者等要配慮者への情報伝達 市・市民 継続    

防災教育・普及啓発 市・市民 継続    

避難行動の啓発 市・市民 継続    

地域と連携した広報体制 市・市民 継続    

避難訓練の推進 市・市民 継続    

平常時からの啓発活動 市・市民 継続    

ⅷ 

老朽化対策 

上下水道施設の耐震化・ 

老朽化対策 
市 継続    

※実施時期の目標（    ：計画    ：実施    ：継続） 
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